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第 1章 序論 
 
1－1 研究の背景と目的 
 2010 年は「郵政法」と「宅配業務経営許可管理方法」の実施後の一年目である同時に
中国宅配業は金融危機の衝撃から回復の一年目であるので、未来の 5年内で中国宅配業は
新たな発展なチャンスを迎えている。中国の経済方針も「内需拡大」に転換したので国内
宅配市場は急速な成長が期待されている。特に近年、ネット通販が中国国内でものすごく
スピードで発展し、国民に親しまれているため、中国ネット通販市場は 2007 年から 2010
年まで毎年 100％ぐらいの増加率で成長している、ただ 2010年に B2C、B2B、C2C市場で 8
億個の包みがでた。これからの五年間毎年 50％近くの増加率を維持すると中国中央金融機
関が予測された。今後、中国国内市場で宅配便の取扱個数は 30％以上の増加、国内と国外
市場を合わせて売上は 20％以上の増加と予測されている(規模以上の企業に対する統計)。
しかし、中国宅配便のクレーム率(クレーム件数/宅配便取扱個数)を統計したところで、
2007年から 2010年まで年々増えていることが分かった。2010年のクレームの中には遅延
率、損害率、紛失率がクレーム全体の 80％以上の割合を占め、荷物の遅延、損害、紛失が
厳重な問題である。中国網易ニュースによると 2010 年の第四四半期から中国国家郵政局
は法律違反による宅配企業への処罰が 185件で宅配企業を 140社取り締まった。中国宅配
業はとくに民営宅配企業がたくさんの問題を抱えて、「小、弱、散」の現象が現れている。
このままでいくと中国宅配便市場の拡大が見込めない恐れがある。中国の大きな宅配市場
規模の下でどんな会社を作ればいいのかどういうふうに会社を経営すればいいのか重大
な課題だと思っている。 
 そこで本研究では中日宅配便の比較を通して中国宅配便クレーム率が高いという問題
点の原因を把握した上で中国宅配便がより発展するために中国宅配会社設備建設政策に
ついて検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 
 
1－2 中国宅配便に関する既存研究と本研究の特徴 
 
 Jicst のデータベースを使用して中国宅配便と関係ある文献の抽出を行った。Jicst におい
て宅配便、中国、日本、比較四つのキーワードを andによって検索した。結果としては中日宅
配便の比較を通して現在中国宅配便現状改善に対する研究がないと分かった。上智経済論文集
に収録された「中国における宅配便市場の考察と予測」という論文は中日比較の研究方法を用
いたが、内容としては中国宅配市場の特徴と将来の成長性の予測を通して、中国宅配便各市場
での経営モデルを提案したのである。中国宅配便の現状の改善に関して一切触れていない。本
研究の特徴というのは中国宅配便問題の改善を目的として中日比較の方法で日本のやり方を
中国に導入する可能性を検討するということである。 
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1－3 論文の構成 
 本研究は 6章から成る。 
 第 1章で本研究の背景、目的及び中国宅配便に関する既存研究状況と本研究の独自性につい
て述べる。 
 第 2章で中国宅配便現状について説明する。そのために、中国宅配便のスタートから現在ま
での発展経緯を述べた上で中国宅配便の代表企業、業界市場支配率の分布とクレーム状況を述
べる。 
 第 3 章で日本宅配便現状につて説明する。そのために、日本宅配便の発展経緯、代表企業、
業界市場支配率の分布を述べる 
 第 4 章で中日宅配便の比較を行う。まず、中日宅配便現状(基本状況、取扱個数推移、クレ
ーム率)の比較によって中国宅配便の問題点をはっきりする。それから、中日宅配企業の比較
によって中国宅配便問題点の原因を把握する。 
 第 5章で中国宅配便設備投資政策について検討する。そのために、中国に進出している日本
企業と中国宅配代表企業の設備投資とその効果の比較によって、中国宅配便の設備投資政策を
提案する。 
 第 6章で本研究の結論をまとめる。具体的には、本研究のまとめと今後の課題について述べ
る。 
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第 2章 中国宅配便現状 
 
2－1  中国宅配便のスタート 
 世界においてはじめての宅配便サービスを提供する企業が 1969 年にアメリカで誕生した。
10 年後の 1979 年、宅配便という新しいサービスが中国に導入され、驚異的なスピードで成長
している。改革開放政策の実施や計画経済から市場経済への体制移行に伴い、中国経済が目覚
しい発展を遂げた。中国の貿易総額は 80年代初めに世界の第 22位であったが、2005年日本を
抜き、世界第 3位になり、現在世界第 2位になった。中国政府は外資系企業が対中投資の合法
的権益を保障する一連の法規の制定することによって、外資系企業の対中投資がブームになっ
てきた。 
 
図表 2 中国の外国からの直接投資額の推移(1979-2004) 
 
出典:「中国の地域経済発展の様相と展開」 
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 対中投資の過程において、外資家企業が便利かつ効率的な対外連絡チャンネルを要求し、国
際宅配便サービスに対する需要が高まった一方、改革当初、中国にはそのサービスを提供する
企業が一社もないという事実だった。1979 年 6 月、日本海外新聞普及株式会社(OCS)は中国対
外貿易運輸公司と新聞宅配の代理契約を結ぶことによって、中国対外貿易運輸公司は中国にお
いて初の宅配便事業を提供する企業になった。その後、他の大手国際宅配企業―DHL、TNT、FedEx、
UPSなど引き続き中国対外貿易運輸公司と宅配の代理契約を結ぶことになった。中国改革当初、
特定の体制、政策および人文環境が中国における宅配便サービス発展の多様性や複雑性の原因
となった。当時、中国対外貿易運輸公司と宅配の代理契約を結ぶことが外資系宅配企業は中国
宅配市場に進出する唯一の手段であった。80年代初、外資宅配企業が中国における事業を開始
させるには、中国の外経貿部の許可を取得しなければいけなかった。法律の角度から見ると、
当時、中国の「郵政法」まだ発布しなかったため、外資系宅配企業が国際宅配便サービスの提
供は中国郵政の利益を侵害しなかった。 
 1980 年、中国郵政は宅配便サービスを提供する企業―中国郵政速递服務公司(以下は EMS で
表示)を創立した。EMS 国際宅配便サービスだけではなく 1984 年から中国国内宅配便サービス
も提供している。EMS は相当の時期に中国における国際宅配便サービス市場の 50％以上のシェ
アを占めていた。一方、中国国内宅配市場においてもトップの地位であった。 
1986年、中国政府は中国初めての郵政法律を発布した。この法律は郵政の事業範囲を規制し、
外資系宅配企業が中国における事業の展開などの内容も触れた。郵政法第 8条「手紙や手紙に
準ずる物の配送業務すべて中国郵政や中国郵政企業が行う。ただし、国務院の別に規定する場
合は除く。」と述べた。当時、第 8条の「ただし、国務院の別に規定する場合は除く。」という
表現は外資系企業が国際宅配便サービス事業をすることに法律の保障になった一方、今後中国
における宅配業界の紛争の伏線も張った。 
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2－2  中国改革・開放政策の展開につれて宅配需要の増加 
 1990年代以降、中国の改革は加速してきた。特に鄧小平は 1992年 1月から 2 月にかけて深
圳や上海などを視察し、南巡講話を発表した以降、中国は急速な経済発展を進めることになっ
た。1980 年代改革開放の中心地－珠江三角洲や 1990 年に中国浦東地区が開放されたころから
長江下流域の経済発展の本格化に伴い、外国直接投資はこちらの地域に集中して流入し、中国
における外向型経済が最も活発な地域になってきた。企業がビジネス文書、サンプルおよびカ
タログなどの物品の送達にスピードや安全性などの面でさらに重視していく。20 世紀 90 年代
前半まで、EMS は中国国内宅配便サービスを提供する唯一の企業であった。1990 年から 2004
年にかけて中国郵政の企業－中国郵政速递服務公司(EMS)の宅配業務量は毎年平均的に 33.6％増
加してきた。20 世紀に入って以来、中国宅配市場の成長率は平均 30％前後を保持している。昔の
中国郵政は企業のニーズに対応することができなくなり、中国郵政の EMSも企業のすべての需
要に満足することができなかった。 
 
 
図表 3 中国郵政業務量の推移(1990年―2004年) 
年度 郵政業務売(億元) 
1990 155.5 
1995 988.9 
2000 4792.7 
2001 4556.3 
2002 5695.8 
2003 7019.8 
2004 9712.3 
出典:「中国における宅配便市場の考察と予測」 
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図表 4は 1988―2004 年中国宅配便業務量と増加率である。 
 
図表 4  1988―2004 年中国宅配便業務量と増加率            
 
出典:「中国快逓市場発展研究報告 2006」 
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2－3  中国宅配便市場の構造と中国ネット通販市場の発展による宅配需要の増加 
2－3－1  中国宅配便市場の構造 
 1979年から現在にかけて、中国の宅配便市場において三つの宅配事業と三つの市場主体存在
している。三つの宅配事業とは国際宅配便事業、国内(地方)宅配便市場および都市内宅配便事
業であり、2010 年それぞれの業務量は 7％、66.4%、26.6%である。国際市場では中国郵政 EMS
と国際宅配会社が主導権を握っている。中国郵政 EMS は国内市場の 40％の市場シェアを示し、
残りの 60％を示しているのは民営企業と香港系の企業である。三つの市場主体とは中国国営宅
配企業、民間宅配企業および外資系宅配企業である。図表 5 は中国宅配便三つの市場と 2010
年のそれぞれの市場の業務量である。 
 
 
 
図表 5 中国宅配便三つの市場と 2010年のそれぞれの市場の業務量 
 
出典:「2010年中国快運業快逓業界研究報告」 
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現在、中国国内規模以上の宅配会社は 700社を超え、従業員数は数万人を超えている。宅配便
の設備、施設などについて 2010年末の統計によると荷物仕分けセンターは 2176箇所、総面積
は 281 万平方メートルで、営業所は 6.4 万箇所、車両数は 6.58 万両である。県庁所在地とそ
れ以上のレベルの都市の宅配ネットワーク普及率は 90％にとどまっている。図表 6は中国宅配
業設備、施設の現状を示している。 
 
 
 
 
 
図表 6 中国宅配業設備、施設の現状 
人口 約 13億人 
国土面積 約 960万 km2 
宅配便会社数 700 社(規模以上の宅配会社) 
宅配事業のスタート 1979年 
従業員 54.2万人 
独立仕分けセンター数と面積 2176箇所、281万平方メートル 
営業所の数 6.4 万箇所 
車両数 6.58万両 
県庁所在地とそれ以上のレベルの都市の宅
配ネットワーク普及率 
90％ 
出典:「2010年中国快運業快逓業界研究報告」 
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2－3－2  中国ネット通販市場の発展による宅配需要の増加 
 2010年は「郵政法」と「宅配業務経営許可管理方法」の実施後の一年目である同時に中国
宅配業は金融危機の衝撃から回復の一年目であるので、未来の 5年内で中国宅配業は新たな発
展なチャンスを迎えている。中国の経済方針も「内需拡大」に転換したので国内宅配市場は急
速な成長が期待されている。特に近年、ネット通販が中国国内でものすごくスピードで発展し、
国民に親しまれているため、中国ネット通販市場は 2007 年から 2010 年まで毎年 100％ぐらい
の増加率で成長している、ただ 2010 年に B2C、B2B、C2C 市場で 8 億個の包みがでた。これか
らの五年間毎年 50％近くの増加率を維持すると中国中央金融機関が予測された。図表 7は中国
ネット通販市場推移を示している。 
 
図表 7 中国ネット通販市場推移(2007-2011) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典:月刊ロジスティクス・ビジネス 2011.10 
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2005 年以降、中国宅配市場の伸び率がやや落ちていたが、中国ネット通販の発展につれて
2007年から中国宅配市場は毎年 30％弱の増加に回復してきた、「2010年中国快運業快逓業界研
究報告」によって、2010 年の中国宅配便業務量は 23.4 億個で、去年より 25.9%増加した、売
り上げは 574.6億元になった。今後、中国国内市場で荷物の取扱個数は 30％以上の増加、国内
と国外市場を合わせて売上は 20％以上の増加と予測されている(規模以上の企業に対する統
計)。図表 8は 2004－2010年中国全国宅配便の業務量と増加率である。 
 
 
図表 8 2004－2010年中国全国宅配便の業務量と増加率         
 
出典:「2010年中国快運業快逓業界研究報告」、中国国家郵政局ホームページ 
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2－4  中国における宅配企業の現状 
2－4－1  中国宅配便のスタート―中国郵政 
 1980 年、中国郵政は中国で初めて宅配便サービスを提供する企業―中国郵政速递服務公司
(以下は EMSで表示)を創立した、1984年から中国国内宅配便サービスも提供している。EMSは
相当の時期に中国における国際宅配便サービス市場の 50％以上のシェアを占めていた、一方、
中国国内宅配市場においてもトップの地位であった。 
 
2－4－2  宅配サービスが一番いいと評価される民営企業の代表―順豊速運 
 順豊速運有限公司(以下は順豊と略称する)は 1993 年に創立し、民営企業の中で一番早く宅
配事業をスタートした。現在、資本金が 12.5 億円で業務内容は国内及び国際宅配便かかわる
事業である。社員が約 120000人で営業所を 2000店舗仕設置し、分けセンターを 103箇所建設
した。順豊のサービス内容について 365 日宅配サービスや海外輸送な 14 種類のサービスを提
供している(付録 1 で掲示する)。情報システムの構築について順豊は GPS システムを導入し、
車両の追跡ができているが荷物を集荷してから届くまでの情報がリアルタイムにホストパソ
コンに反映し、各部門の間でこの情報を共有できる荷物追跡システムがまだできていない。順
豊の配達仕組みは以下の図表 6のようである。 
 
図表 9 順豊の配達仕組みは 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社員教育について成熟な教育制度を作っていない、新入ドライバーが先輩一周間ぐらい同乗
し、先輩に仕事の流れを教えてもらう形をとっている。最後に、先輩ドライバーの判断によっ
て合格できるかどうかを決める。 
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配達ルートを登録、営業所別に
仕分けする 
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2－4－3  中国でカバーする範囲が一番広い民営企業―宅急送 
 宅急送は 1994年に創立し、資本金が 20億円で業務内容は国内及び国際宅配便かかわる事業
である。現在、社員が約 14000 人で営業所を 2713 店設置した、中国すべての省、自治区、直
轄市に営業を設置し、県レベル以上の地域での営業所の被覆率が 58.07％である、中国民営宅
配企業の中でカバーする範囲が一番広い。宅急送のサービス内容について現在 9種類のサービ
スを提供している(付録 1 で掲示する)。情報システムの構築について GPS システムを導入し、
車両の追跡ができているが荷物を集荷してから届くまでの情報がリアルタイムにホストパソ
コンに反映し、各部門の間でこの情報を共有できる荷物追跡システムがまだできていない。宅
急送の配達仕組みは以下の図表 6のようである。 
図表 10 宅急送の配達仕組みは 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社員教育について先輩ドライバーが新入社員と同乗しながら仕事の流れを教える。最後に、
先輩ドライバーの判断によって合格できるかどうかを決める。 
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2－5  中国宅配業界の勢力図とクレーム状況 
図表 8は 2010年中国宅配市場売り上げ前 10位の企業を示している。 
 
図表 8 2010年売り上げ前 10位の企業                   
順位 企業名 売上高(億円) 市場シェア 
1 中国邮政 EMS 701.3 9.76% 
2 申通快递有限公司 271.3 3.78% 
3 顺丰速运（集团）有限公司 246.3 3.43% 
4 上海圆通速递（物流）有限公司 233.8 3.25% 
5 广东港中能达物流有限公司 183.8 2.56% 
6 中通速递服务有限公司 182.5 2.54% 
7 海航天天快递有限公司 155 2.16% 
8 北京宅急送快运股份有限公司 85 1.18% 
9 中诚国际速递有限公司 76.3 1.06% 
10 上海韵达货运有限公司 72.5 1.01% 
出典: 「中国における宅配便市場の考察と予測」 
 
 
 
 
 
 
売上一位である一番規模の大きくて歴史の長い会社の中国郵政 EMS は 10％の市場シェアに
もとどまらず民営企業は歴史が短くて規模が小さいため、投資力と競争力が弱い。中国では業
界をリードする会社がないのが現実である。 
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図表 11は中国宅配便のクレーム率推移を示している表である。 
 
図表 11 中国宅配便のクレーム率推移(2007-2010年) 
 
出典:中国宅配会社 7社のヒヤリング調査で計算した(付録 2) 
 
 
 
 
中国宅配便のクレーム率(クレーム件数/宅配便取扱個数)を統計したところで、2007 年
から 2010 年まで中国宅配便のクレーム率が年々増えていることが分かった。このままで
いくとお客さんの宅配企業に対する信頼感が失ってしまって、宅配便から離れていく。 
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第 3章 日本宅配便現状 
 
3－1  日本宅配便の現状 
 日本における宅配便は昭和 51 年(1976 年)にヤマト運輸の「宅急便」をはじめとして、誕生
した。今まで三十年を経て、宅配便を扱っている会社はすでに数十社にのぼり、平成 21 年度
宅配業全体の取扱個数は前年度比 2.3%減の 31 億 3694万個で、景気低迷を反映して 2年連続で
減少した。宅配便の誕生から現在までの宅配便の事業の推移について、取扱個数の増加状況な
どから宅配便サービスの誕生期、宅配便を含めた小型物品輸送市場の発展期、宅配便の安定成
長期、宅配便市場の飽和成熟期に分けることができると考えられる。図表 12 は日本宅配業設
備、施設の現状を示している。 
 
 
 
図表 12 日本宅配業設備、施設の現状 
人口 約 1億 3千万人 
国土面積 約 37.7万 km2 
宅配事業のスタート 1976年 
宅配便会社数 25 社 
従業員 19 万人 
営業所の数 1.06万箇所 
車両数 8.78万両 
県庁所在地とそれ以上のレベルの都市の宅
配ネットワーク普及率 
100％ 
出典:国土交通省ホームページ 
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図表 13は日本宅配便取扱個数と増加率の推移(2006－2010年)を示している。 
 
図表 13 日本宅配便取扱個数と増加率の推移(2006－2010年) 
 
出典:国土交通省のデータによって作成した 
 
 
 
 
日本宅配市場は 2008 年のリーマンショックを受け、取扱度数が減ってきた。2010 年若干
回復したが国内消費の低迷の影響を受けて伸びに悩んでいる。日本の宅配市場はすでに飽和
成熟期に入っていると分かった。 
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日本の宅配業界はほぼ大手の 5 社に集約されている。ヤマト運輸の「宅急便」、佐川急便の
「飛脚宅配便」、郵政グループの「ゆうパーク」、西濃運輸の「カンガルー」便、福山通運の「フ
クツー宅配便」である。2009 年の国土交通省の統計によると、この 5 社は業界全体の 99％の
シェアを占めていて、中の 1位のヤマト運輸「宅急便」が 40.6％のシェアで、好調が続いてい
る。2位の佐川急便の「飛脚宅配便」は 36.2％のシェアで首位のヤマト運輸を追いかけている。
ゆうパークは「ペリカン便」を承継した後で 14.7％のシェアで三位をキープしている。業界全
体的に去年と比べて、取扱個数の変化から見れば、全体の 99％を占めるトラック運送の内訳は、
１位のヤマト運輸「宅急便」が 同 2.4％増の 12億 6051万個で、佐川急便「飛脚宅配便」が同
6.0％増の 11億 2495 万個で続いた。 一方、日本郵政グループでは、「ゆうパック」が同 4.7％
減の 2 億 6404 万個となったほか、 2010 年 7 月に吸収統合した「ペリカン便」も同 41.4％減
の 1 億 9218万個とそろって減少した。 2009年 10月に予定した事業統合が準備不足で延期さ
れ、混乱を招いたことも響いたとみられる。ここで、宅配業界の勢力図を見てみよう。 
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図表 14は平成 21年度日本宅配便(トラック)各社の取扱個数と市場占有率を示している。 
 
図表 14 平成 21年度宅配便(トラック)各社の取扱個数と市場占有率 
 
  出典:国土交通省ホームページ 
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 先発企業のヤマト運輸は輸送ネットワークの拡大や新サービスの開発により取扱個数を
伸ばし、日本の宅配市場において圧倒的な優位に立っていた。しかしながら、ヤマト運輸の
成功を知って多くのライバル企業が宅配便事業に乗り出し、各社間の本格的な競争がいっそ
う激化してきた。特に企業間の小口貨物輸送を最も得意としていたのが佐川急便はインター
ネット時代の物流の流れを先取りするように、インターネット通信販売に力を入れているの
で、1999年春に当時の日本通運を追い抜き、今まで引き続いて日本宅配便市場の 2位の地位
を確保している。それと同時に、すでに全国に路線を持っていた日本通運は既存の輸送シス
テムを小型貨物運送に適する輸送システムに再編し、ペリカン便というサービスを開始した。
ただし、業界競争が激しくなってきたに伴って、 
市場シェアをなかなか伸ばせず、2009年 4月 1日をもって完全に宅配業界から撤退した。JP
エクスプレスが「ペリカン便」を承継し、宅配便サービスを提供し始めた。2010年に入って、
郵便事業会社も市場拡大とより便利なサービスを提供することを狙って、JP エクスプレス
「ペリカン便」を承継し、「ゆうパック」に宅配サービスを提供し続けている。(今後「ペリ
カン便」と「ゆうパック」をあわせる一体として統計、説明する)また、フットワークは産
直品を開発することにより新たな市場を開拓し、西濃運輸は産業貨物の小口化の状況に適応
することと同時に宅配便貨物を取り組んでいた。ここ数年、各会社ともによりいいサービス
を市場に提供し、今後も宅配便市場を中心に激しい競争を続けていくものと考えられる。 
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3－2  日本における宅配企業の現状 
3－2－1  宅配便のスタート―ヤマト運輸 
 ヤマト運輸の創業は 1919 年に溯る。先代社長の小倉康臣がトラック 4 台で輸送専門の会社
を成立したのが始まりである。当時、日本にはトラックが 204台しかなかったといわれている
ので、日本におけるトラック輸送のパイオニアと呼ぶに相応しいものであった。三越百貨店と
の取引は創業 4年目に始まった。その後、東京と横浜間に日本初の本格的な路線トラックを開
設し、定期便による小口貨物輸送サービスを行った。この事業は次第に事業を伸ばし、昭和 11
年(1936年)には全関東に定期便の自動車網を完成し、業界第 1位の地位を定めるに至った。こ
の路線は「大和便」として広く需要者に知られることとなり、これがヒントになって有名なヤ
マト運輸のクロネコ・マークが生まれた。 
 1950年以降、通運、開運、航空貨物などへの多角化を進め、総合物流企業としての体制を整
えた。そして、大和便の既設路線網を強化すべく質の充実を図り、1950年代半ばまで業界のリ
ーダー地位を占めていた。ところが、1954年から道路の整備が進んだことやトラックの質の向
上、戦後の復興活動により製造業の物流移動が活発になったことから西濃運輸や日本運送など
が長距離トラック輸送に乗り出し、高度成長期の日本軽罪の百貨店などの有力顧客を持ってい
たため、全国の輸送・販売のネットワークについてほかの路線トラック業者に対して遅れをと
っていた。また、先代社長の小倉康臣の意向で「長距離運送は鉄道、近距離輸送はトラック」
という姿勢を崩さず、長距離トラック輸送に参入することを拒否していた。ほかの輸送企業に
送れること 5年、長距離トラック輸送に参入するもすでに他の企業により顧客は抑えられ、利
益を上げることができなかった。ヤマト運輸はトラック輸送の需要が急成長する高度成長期に
業過での地位低下を余儀なくされ、さらに主な収益源であった百貨店配送も 70 年代に入って
人件費の上昇や石油ショック採算性が悪化し、三流企業に転落した。 
 そこで、1971年に社長になった小倉昌男はこうした経営危機を打開するため、これまでの
多角化事業からあえて小口の非商業荷物運輸(消費者間運輸)に絞り込むという構想を固めた。
そこで目をつけたのが米国のユナイテッド・パーセル・サービス(UPS)という会社である。こ
の会社は郵便局と競争関係にある小口荷物分野に特化した会社であり、郵便局より仕事をこな
した。これをもとに小倉社長は個人から個人へ(CtoC)の荷物効率的な配送システムを作ろうと
考えるに至った「宅急便」事業構想である。以前にも、CtoCの貨物輸送を扱う事業者はあった
が、単価も低く、配送先も不特定であることから合理化が難しく、本格的に事業化している路
線事業者はいなかった。そのため、創業者会長である父をはじめ役員全員が「宅急便」事業の
構想は強く反対された。しかし、小倉社長が役員の反対を押し切って 1975 年 9 月から「宅急
便」事業のテストを開始、翌月 2月に「宅急便」事業はスタートした。その後、宅急便はヤマ
ト運輸の売上の 8割近くを占める柱となり、目を見張る成長を遂げた。ヤマト運輸は細やかな
市場のニーズに見事に対応したため、その成長が止まることなく現在でも続いている。 ヤマ
ト運輸は個人から個人への荷物輸送(CtoC)を重点として宅配事業を展開し、宅配の「量」より
宅配の「質」に重視するという特徴である。ヤマト運輸は宅急便の開始以来、顧客のニーズに
対応したさまざまな新サービス常に業界の先頭を切り展開してきた。また、ヤマト運輸の特徴
は宅配便の全国網を全て自社で完成したので、宅配ネット構築のノウハウが高い点にあるとい
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われる。事業の中心については 2003 年に社長に就任した山崎氏は「我々は国内での事業をさ
らに強化していく戦略をとります。成長のエンジンはこれからも国内です」(「日経ビジネス」、
2003，9，22 p43)と語っている。ヤマト運輸の歴代社長は日本国内宅配便事業にたいするこ
だわりが非常に強いとみられる。日本国内市場の飽和により、海外への展開はヤマト運輸の新
たな目標となった。2010年 1月に上海とシンガポールに進出し、現地にないサービスを提供し、
ヤマトの高品質なサービスにこだわって海外で展開している。今まで作ったアジア拠点を基
盤としてさらにアジア他国に進出し、顧客企業の販売支援、ロジスティクス支援を目的と
したアジア宅急便ネットワークの構築を目指す。サービスにおいては、宅急便サービス以
外のロジスティクスサービスの拡充を図っている。たとえば、倉庫機能や高速・高品質な
仕分け作業機能などの拡充を図っている。 
ヤマト運輸の「宅急便」は 2010 年のデートによると、資本金が 500 億円で業務内容は宅配
便など各種輸送にかかわる事業である。現在、社員が約 139,320 人、車両数が 44,078 台であ
る、営業所を 6288 店、コンビニなどを含め 258,294 店の取扱店舗を設置した。サービス内容
について現在 31 種類のサービスを提供している(付録 1 で掲示する)。情報システム開発にお
いては 1974年 2月に貨物輸送に関するオンラインシステム(NEKOトータルシステム)を開始し、
2010 年 9 月に第 7 世代「次世代 NEKO システム」を稼動させた。2010 年 2 月に SD がより安全
で環境にやさしい運転ができるよう支援する独自の車載シスム「See-T Navi(シーティーナビ)」
を導入した。車両の追跡と荷物を集荷してから届くまでの情報がリアルタイムにホストパソコ
ンに反映し、各部門の間でこの情報を共有できる荷物追跡システム両方ができている。社員教
育制度については基礎研修、現場教育など充実な内容を設け、30 から 40 日にわたって新人ド
ライバー研修を行う。期間中で統一にテストを受け、合格できたら一人で仕事できるようにな
る体制である。宅急便の配達仕組みは以下の図表 14のようである。 
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図表 14 ヤマト運輸の荷物配達仕組み 
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出典:ヤマト運輸ホームページ 
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3－2－2  宅配市場に新規参入後、急拡大した佐川急便 
 佐川急便は 1957年 3月 22日に佐川清が飛脚行を始めたことから誕生した。江戸時代から飛
脚は死んでも荷物を守り、届け先以外には絶対に中身を教えないのを鉄則にしていた。創業者
佐川清はこの飛脚の精神でやりぬき、どんなに会社が大きくなっても誠心誠意お客さんに尽く
すことを心から誓い、身近ら筆をとってチョンまげのふんどし男がはさみ箱を担いで走ってい
る絵をかき、それを社章とした。佐川急便の集荷先は個人ではなく、もともと特別積合わせ事
業が主体であり、宅配便業者としては認識されていなかった。1990年代の運輸省の宅配便事業
者の中に名前が出てこないのはそのためである。佐川急便が法人を顧客にした理由はヤマト運
輸の逆の見方でそれは一定の需要が見込め、利益が確報できるといった商業貨物のメリットを
重視していたからである。ここの法人小口貨物の多くは各企業の業務にかかわるので、特別な
扱い(大きな書類、機械や衣服など)が必要でありながら急ぎの物が多い。佐川急便の配送料金
は他社に比べて割高だが、それに見合うだけのメリット、つまり企業にとって至急・要求どお
りに荷物を運ぶということが顧客の評価となっている成長してきた。しかし、そのような佐川
急便にも危機的状況があった。それは 1991 年に起こった「東京佐川急便事件」である。同事
件により佐川急便は 5200 億円の負債を抱え、創業以来初の 38％売上ダウンに見舞われた。こ
の危機的状況を脱出できた要因としては佐川急便の独自の「セールスドライバー」の努力、時
代に合ったニーズへの対応(通販販売商品の発送の際、業界初のクレジットカードサービスに
よる代金決済サービスの開発など)、利用しやすい情報システムの開発、また組織体制の改革
いくつか考えられる。業績から見れば、1998 年から本格的に宅配便事業に参入し(ただ、通信
販売などの大口企業より個人への配達は以前より行っていた)、当年度の宅配便取扱個数は業
界の六位となった。そして、2000 年 6 月に運輸省が発表した 1999 年度の宅配便統計では、佐
川急便は日本通運を抜いて、前年の六位から一気にヤマト運輸に相次ぐ取扱個数となった。ヤ
マト運輸と日本通運この二社伸びをはるかに上回る伸びを上げている理由について佐川急便
が「貨物扱いを宅配便に切り替えたから」と説明していた。つまり、佐川急便が第二位となっ
たのは宅配便の集計方法の変化と大きく関連する。その変更については佐川急便の広報の方に
よると、佐川急便の取扱個数の実績が前の集計方法のせいで市場に認知されていないことへの
対応策であった。元々法人宅配市場を得意として成長してきた佐川急便はそのブランド力を背
景に個人宅配に進出していた結果、宅配便の事業分野で急成長ができた。現在でも宅配市場シ
ェア二位を占め、運送業界最大手とされるヤマト運輸を追い上げている。元々集荷先は個人で
はなく問屋、メーカであった佐川急便は事業の重点は当然 BtoB であろう。そして佐川急便は
新たに生まれた顧客ニーズへの対応、そして顧客満足を図るために、今まで以上に BtoC に力
を入れてきている。事業内容は法人小口貨物が多い企業の業務にかかわるもので、もっとも重
視している要素が「至急」という時間価値である。つまり、「speed輸送」は佐川急便最大の武
器として考えられる。また、事業の戦略市場としては、日本国内市場の強化と同時に、アジア
市場特に中国を中心とした東南アジアまでの領域拡大と図っている。 
 佐川急便は 2010 年のデートによると、資本金が 112 億 7,500 万円で業務内容は宅配便な
ど各種輸送にかかわる事業である。現在、社員が約 48,751人、車両数が 26,869台である、営
業所を 370 店、取扱店舗を 868 店設置した。サービス内容について現在 30 種類のサービスを
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提供している(付録 1 で掲示する)。情報システム開発においては自社独自のシステムを開発し
車両の追跡と荷物を集荷してから届くまでの情報がリアルタイムにホストパソコンに反映し、
各部門の間でこの情報を共有できる荷物追跡システム両方ができている。社員教育制度につい
ては基礎研修、現場教育など充実な内容を設け、30 から 40 日にわたって新人ドライバー研修
を行う。期間中で統一にテストを受け、合格できたら一人で仕事できるようになる体制である。
宅急便の配達仕組みは以下の図表 15のようである。 
 
 
図表 15 佐川急便の荷物配達流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
送り荷主 営業所 発ベース 
営業所 受け荷
主
着ベース 
町の荷物を集
める 荷物を集荷 
着ベース別に仕分けす
る 
地域別に仕分け、
届ける 
ドライバー 
ドライバー 
営業所別に仕分
けする 
取扱店 
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第 4章 中日宅配便の比較 
 
SWOT分析の観点で考えると、中国宅配便にとって有利な外部条件はネット通販の発展によっ
て宅配便の取扱個数が増えている、中国人口が多い、2000年に入って経済が猛スピードで発展
している、郵政法が頒布されるために宅配市場基準ができているといことである、一方で、危
機は宅配便会社の規模が小さくて設備の建設が遅れている、お客さんから宅配便会社へのクレ
ームが年年増えている、国土面積が広くてネットワークの構築が難しいということであるので、
中日宅配便の基本状況(人口、面積、営業所数、車両数など)、宅配事業の利益率、コスト、国
内 GDP 推移、宅配便と関係がある法律、取扱個数の推移、市場構成、クレーム率の推移など
の項目について比較すべきであるが、中国宅配便の市場魅力と問題点を把握するためには本研
究で中日宅配便の基本状況(人口、面積、営業所数、車両数など)、取扱個数の推移、クレーム
率の推移について比較する。 
 
4－1  中日宅配便現状の比較                          
4－1－1  基本状況の比較－人口、面積、営業所数、車両数など 
 中日の設備建設上の差が分かるために中日宅配便基本状況(人口、面積、営業所数、車両数な
ど)を比較した。図表 16は中日宅配便基本状況の比較である。 
 
図表 16 中日宅配便基本状況の比較 
           国 
項目      
中国 日本 
人口 約 13億人 約 1億 3千万人 
国土面積 960万 km2 37.7万 km2 
宅配便事業のスタート 1979年 1976年 
従業員数 
(万人当たり) 
54.2万人 
（4人/1万人）           
19 万人 
 （15人/1万人） 
営業所数 
(万 km2当たり) 
6.4万箇所 
（67個所/万 km2 ）         
1.06万箇所 
（281個所/万 km2） 
車両数 
(万人当たり) 
6.58万両 
（5両/10万人）                 
8.78万両 
（70両/10万人） 
県庁所在地レベル都市ネッ
トワーク普及率 
90％ 100％ 
出典:国土交通省ホームページ、「2011年中国宅配業研究報告」 
 
 この比較によって、営業所の数や車両数などの設備建設においては日本より中国のほうが充
実に見えるが両国の人口と国土面積で割って平均の値を比較すると日本が中国をはるかに上
回っていることが分かった、しかも、日本の宅配便市場がすでに飽和成熟に入っているので、
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現在の設備で国民の宅配に対する要求に十分に満たすことができる。それで、設備建設におい
て中国が遅れているといえる。 
 
 
 
4－1－2  取扱個数の比較－両国 1985－2010年の取扱個数の推移 
 中日宅配便の利用量の差が分かるために中日宅配便の取扱個数の推移を比較した。図表 17 
は中日宅配便取扱個数の推移(1985－2010)である。 
 
図表 17 中日宅配便取扱個数の推移(1985－2010) 
 
 
 
 
出典:国土交通省ホームページ「2011年中国宅配業研究報告」 
 
 この比較によって中国の宅配市場は 2008 年の経済危機の影響をほとんど受けなくてずっと
30％近くの増加率を維持し、さらに伸びて行くトレンドが見え、市場が安定成長期に入ってい
ると分かった。一方で日本の宅配市場は 2008 年のリーマンショックと国内経済低迷などの影
響を受け、伸びに悩んでいる、市場がすでに成長期を過ぎて飽和成熟期に入っていると言える。
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しかし、2010 年両国の平均宅配便利用数を見てみると日本は一人あたりに 25 個で中国の一人
当たりに 2個の 12倍である。もし、中国は日本の市場規模に成長すると毎年 30億個の荷物が
でる、中国宅配市場は規模が大きいといえる。 
 
 
4－1－3  クレーム率の比較－両国 2007－2010年のクレーム率の推移 
 中日宅配便クレームの差が分かるために、中日宅配便クレーム率の推移(2007－2010)を比較
した。図表 18は中日宅配便クレーム率の推移(2007－2010)である。 
 
図表 18 中日宅配便クレーム率の推移(2007－2010) 
 
出典：中国データ出典：中国宅配会社 7社のヒヤリング調査による計算で得た(付録 2) 
日本データ出典：ヤマト運輸にヒヤリング調査(9月 20日午後) 
 
 この比較によって中国宅配便のクレーム率が 2007年から 2010年まで年々増えていると分か
った。日本は大体同じ水準に維持している。 
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4－1－4  中国宅配便問題点のまとめ 
 以上の比較によって中国宅配便潜在需要が高くて中国宅配市場がすごく魅力的な市場とい
うことが分かったが、設備建設が遅れ、クレーム率が高い問題を抱えている。特にクレーム率
が高ければ、お客さんの宅配便企業に対する信頼性が失ってこのままで中国宅配市場の拡大が
見込めない恐れがある。問題を解決するために、中国宅配便のクレームの詳細を把握するのが
必要である。図表 19 は中国宅配便クレームの詳細である。 
 
図表 19 中国宅配便クレームの詳細 
 
出典:315消費電子クレーム処理ホームページ(www.315ts.net) 
 
中国宅配便の問題は以下の 4つに集中していると分かった。 
 
 
 
 
 
 
遅延 
50% 
紛失 
23% 
損害 
7% 
態度 
6% 
その他 
14% 
遅延ー荷物が時間通りに届かない 
紛失ー荷物が配達中でなくなった 
損害ー荷物が配達中で壊れた 
態度ードライバーの接客態度が悪い 
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4－2  中日宅配企業の比較と中国宅配便問題点原因の分析 
 比較する会社の選別については中国で一番早い時期で宅配事業をスタートした順豊と民営
企業の中でカバーする範囲が一番広いといわれる宅急送を選び、日本の宅配市場の 80％を占め
ているヤマト運輸と佐川急便を選んだ。 
比較の項目に関しては SWOT 分析の考え方で分析したところで、中国宅配便会社にとって危
機は資金不足で、設備の建設と情報システムの構築に影響を与える、社員のサービス意識が弱
い、お客さんから荷物の遅延、紛失、損害、態度が悪いクレームが多い、価格競争が激しいと
いうことであるので、中日宅配便会社の設備の建設、財務データ、会社の沿革、サービス内容、
連携会社状況、事業方針、ネットワークの構築、情報システムの構築、配達の仕組み、SDの研
修制度、給料の支配制度、社員への福祉制度などの項目について比較すべきであるが、本研究
で中国宅配便四つの問題の原因になりそうな設備の建設、サービス内容、情報システムの構築、
配達の仕組み、SDの研修制度五つの項目を比較する。 
 
 
 
 
4－2－1  設備の建設－資本金、従業員数、車両数などの情報   
 中日宅配会社設備建設における差が分かるために 4 社のホームページとヒヤリング調査で 4
社の従業員数や車両数などのデータを収集し、比較した。 
 
図表 20 中日宅配企業設備建設の比較 
    会社 
項目 
順豊 宅急送 ヤマト 佐川 
資本金 12.5億円 20億円 500億円 112億 7,500万円 
従業員数 
(10万人単位) 
約 120,000人 
(10人/10万人) 
約 14,000人 
(1人/10万人） 
139,320人 
(110人/10万人） 
48,751人 
(40人/10万人) 
車両数 
(100万人単位) 
 1800台 
(1台/100万人) 
44,078台 
(400台/100万人) 
26,869台 
(200台/100万人) 
営業所数 
(5000km2単位)  
2,000店 
(1店/5000km2) 
2,713店 
(2店/5000km2 ) 
6,288店 
(100店/5000km2 ) 
370店 
(5店/5000km2 ) 
出典：4社ホームページとヒヤリング調査 
 
 
以上の比較によって中国宅配便企業は設備の建設が遅れていると分かった、荷物の多い時期
に現有の能力で需要に対応できなくなって、結局、荷物の遅延につながる。 
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4－2－2  サービス内容 
  中日宅配便サービスの差が分かるために 4社ホームページのサービス内容を参考した上で
ヒヤリング調査を通して三社のサービス内容を比較したいと思う。2011 年 3 月 15 日時点で三
社ごとに出ているサービスの数は順豊が 15 で宅急送が 13でヤマト運輸が 37 で佐川急便が 35
である、サービスの数が多すぎてより分かりやすく比較するために会社ごとに内容が近いサー
ビス項目を一つのグループにまとめ、サービス内容が同じで会社によってサービス名が違うサ
ービスを統一のサービス名をつけて各グループ内で各サービス項目の有無を比較する。ここで、
大きく基本輸送サービス、WEB 情報照会サービス、決済サービス、スピードサービス、付加価
値サービス、特殊輸送サービスの六つの項目に分けて説明したいと思う。図表 21 は四社サー
ビス内容である。 
 
 
図表 21 四社サービス内容 
 
出典：「中国における宅配便市場の考査と予測」、4社ホームページ、ヒヤリング調査 
 
 本研究で、問題点の原因になりそうな特殊品輸送サービスだけを比較する、比較する時使う
記号の意味としては 
○ サービスがある  × サービスがない  △ 別料金がかるサービスである 
 
 
 
 
 
 
基本輸送サービス 
WEB情報照会サービス 
決済サービス 
スピードサービス 
付加価値サービス 
• 特別の車両と包装資材を使って荷物の品質を保ち、配達商品の
範囲を広げるサービス 
特殊品輸送サービス 
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本研究で中国宅配便の問題点の原因になりそうな特殊品サービスについて四社特殊品サービ
スを比較した。図表 22は四社特殊品サービスの比較を示す表である。 
 
図表 22 四社特殊品サービスの比較 
会社 
項目  
順豊 宅急送 ヤマト 佐川 
クール宅配便 × × ○ ○ 
レジャー便 × × ○ ○ 
ハンガー輸送 × × × ○ 
機密文書 × × ○ ○ 
セキュリティ宅配便 △ △ ○ ○ 
美術品輸送 × × ○ ○ 
引っ越し便 × × ○ ○ 
大型家具、家電製品輸送 ○ × ○ ○ 
パソコン便 △ ○ ○ ○ 
出典:四社ホームページ 
 
 
 
この比較によって中国宅配会社は荷物の安全性、機密性、鮮度などを保つ必要のある特殊品
に対するサービスが充実していないと分かった、これによって、中国の宅配会社は特殊品でも
一般の荷物と同じ方法で運ぶ、結局、荷物の損害につながる。 
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4－2－3  情報システムの構築 
 
 中国宅配便荷物紛失というクレームが多い原因を追究するために四社情報システム構築を
比較した。図表 23は四社情報システム構築の比較である。 
 
 
図表 23 四社情報システム構築の比較 
会社 
項目   
順豊 宅急送 ヤマト 佐川 
車両の追跡 ○ ○ ○ ○ 
荷物の追跡(注 1) × × ○ ○ 
(注 1) 荷物の追跡(プラットホームシステム):荷物を集荷してから届くまでの 
情報がリアルタイムにホストパソコンに反映し、各部門の間でこの情報を共有 
できるシステム 
 
 
 
 
 以上の比較によって、中国の二社はプラットホームシステムができていないと分かった、こ
れによって、荷物の追跡ができなくなって、結局、荷物の紛失につながる。 
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4－2－4  配達の仕組み―荷物を受けてから届けるまでの流れ 
 中国宅配便荷物損害と紛失というクレームが多い原因を追究するために四社配達仕組みを
比較した。図表 24は四社配達仕組みの比較である。 
 
図表 24 四社配達仕組みの比較 
会社 
項目   
順豊 宅急送 ヤマト 佐川 
集荷方法 ドライバー 
営業所 
ドライバー 
営業所 
ドライバー 
取扱店 
コンビニ、お米
屋さんなど 
ドライバー 
取扱店 
お米屋さんな
ど 
荷物情報の登録
方法 
情報を処理して
から荷物を配達 
二重登録するこ
とがある 
荷物を配達し
てから情報を
登録する 
 
集荷する時、登
録を完成し、ホ
ストパソコンに
反映 
集荷する時、
登録を完成
し、ホストパ
ソコンに反映 
着ベース別に仕
分けする時の荷
物の取扱方法 
ほぼ手作業で自
動仕分け機 3台
しかない、自動化
が整備されてい
ない 
手作業で仕分
けし、自動化
が整備されて
いない 
 
自動仕分け機 
 
自動仕分け機 
 
 
 
 
 
以上の比較によって中国の宅配会社は配達仕組みにおいて集荷場所が限定されている、荷物
の情報処理に時間がかかる、作業の自動化が整備されていなくて荷物取扱が乱暴三つの欠点が
あると分かった。集荷場所が限定されているとお客さんが荷物を出しにくくなって、不便が感
じられる。荷物の情報処理に時間がかかると待ち時間が長くなって、結局、荷物の到着が遅く
なる。作業の自動化が整備されていなくて荷物取扱が乱暴になると、作業中、ミスしやすくな
り、荷物に傷つけやすくなる、結局、荷物の損害と紛失につながる。 
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4－2－5  SDの研修制度―新人 SDに対する研修期間と内容 
 中国宅配便接客の態度が悪いというクレームが多い原因を追究するために四社新人ドライ
バー研修制度の比較を比較した。図表 25は四社新人ドライバー研修制度の比較である。 
 
 図表 25 四社新人ドライバー研修制度の比較 
会社 
項目   
順豊 宅急送 ヤマト 佐川 
研修期間 一周間 一周間 30－45日 30－45日 
研修内容 先輩 SDが同乗
し、仕事流れを
教える 
先輩 SDが同乗
し、仕事流れを
教える 
基礎研修、安全
運転研修、現場
教育 
基礎研修、安全
運転研修、現場
教育 
評価方法 先輩 SDが判断 先輩 SDが判断 テスト テスト 
  
 
 
 
 
 
 
 
この比較によって、中国の宅配会社は SD に対する教育期間が短くて必要な内容を教えるマ
ニュアルが整備されていない、評価基準が曖昧ということが分かった。これによって、ドライ
バーのお客さんに対するサービスレベルが低い、結局、接客の態度に対するクレームが多くな
った。 
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4－3  中国宅配便問題点と原因のまとめ 
 図表 26は中国宅配便問題点と原因の因果関係である。 
 
図表 26 中国宅配便問題点と原因の因果関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の分析によって、荷物遅延の原因は会社設備建設の遅れと配達仕組の不完備であり、荷
物紛失の原因は情報システムができていないと配達仕組の不完備であり、荷物損害の原因は配
達仕組の不完備とサービス内容の不充実であり、接客態度が悪い原因としては新人ドライバー
に対する研修制度が不完全であると分かった。このままで中国宅配便に明日はないといえるの
で、以上の問題を解決しないといけない。本研究で五つの原因の中に会社を支える基本と言え
る設備建設の展開方法について検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
遅延 
紛失 
損害 
態度 
会社設備の建設 
情報システム 
配達の仕組み 
サービス内容 
SD の研修制度 
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第 5章 中国宅配会社の設備建設政策についての検討 
  
 以上の中日宅配便の比較によって設備投資において日本の会社が優れているといえる、もし、
日本のやり方が中国で通用できれば、中国の宅配会社は日本の会社のやり方が参考できる。佐
川急便とヤマト運輸は中国に進出しているので、中国宅配会社の設備建設政策を検討するため
に、この二社の中国でのやり方を参考したいと思う。図表 27と図表 28はヤマト運輸上海支社
(雅瑪多(中国)運輸有限会社)と佐川急便上海支社(上海大衆佐川急便物流有限公司)の概要で
ある。 
 
図表 27 ヤマト運輸上海支社(雅瑪多(中国)運輸有限会社)の概要 
成立 2010年 1月に上海巴士物流に出資して子会社化し、中国上海で
宅配事業を展開した 
事業方針 現地にないサービスを提供し、客接点での対応力を強化する、
上海市内 B2C市場を切口に C2C市場を狙う 
サービス内容 時間帯指定、クール便、無料再配達、年中無休、コレクト(電子
マネー決済対応) 
情報システム構築 日本と同じシステムを使って車両と荷物の追跡ができる 
業績 取扱個数が月を追うごとに急速に伸びている、2011年の取扱個
数は去年同時期より 105%増加している 
 
図表 28 佐川急便上海支社(上海大衆佐川急便物流有限公司)の概要 
成立 2002年に住友商事、中国大衆交通の三社で会社を成立した 
事業方針 資本を上海市内に集中し上海市内でサービスを展開する、 B2C
市場をメイン事業としてサービスの充実と品質を重視し、ドラ
イバー教育に力を入れている 
サービス内容 時間帯指定、貴重品輸送、コレクト(電子マネー決済対応)、夜
間配達、営業店留置 
情報システム構築 日本と同じシステムを使って車両と荷物の追跡ができる 
業績 2006年に黒字化を達成し、2008年に累損を解消している 
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図表 29は上海大衆佐川急便物流有限公司取扱個数の推移(2004-2010)である。 
 
図表 29 上海大衆佐川急便物流有限公司取扱個数の推移(2004-2010) 
 
出典：上海大衆佐川急便物流有限公司ホームページ 
 
 
 
 
 
 佐川急便はヤマト運輸より 8 年早めに中国市場に進出した、両者とも B2C を切り口として宅
配サービスを展開し、サービス内容も現地にない日本で成熟したサービスを提供している。二
社の業績と中国 B2C市場でノウハウと経験を積んだ佐川急便の取扱個数をみると二社とも順調
に伸びていると分かった。つまり、日本の二社は中国で成功しているので、日本の宅配会社の
やり方が参考できるといえる。 
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 中国宅配会社の設備建設政策を検討するので、日本の二社と設備建設において比較しながら
日本二社の設備投資政策を見てみたいと思う。図表 30 は四社の上海市内での会社規模の比較
である。 
 
 
 
 
図表 30 四社の上海市内での会社規模(上海市面積:6340.5 km2 上海市人口:2300万人、約 1600
万の人口が中心部の 3249.2 km2範囲内に集中している) 
会社 
項目 
順豊 宅急送 ヤマト上海 佐川上海 
従業員 
(10万人単位) 
252人 
(1人/10万人) 
297人 
(1人/10万人) 
434人 
(2人/10万人) 
475人 
(2人/10万人) 
車両 
(10万人単位) 
126両 
(1両/20万人) 
200両 
(2両/20万人) 
300両 
(3両/20万人) 
375両 
(4両/20万人) 
営業所 
(千 km2単位) 
8箇所 
(1 箇所/千 km2単
位) 
9箇所 
(1 箇所/千 km2 単
位) 
17箇所 
(3 箇所/千 km2 単
位) 
19箇所 
( 3箇所/千 km2単
位) 
出典：四社ホームページ、ヒヤリング調査 
 
 
 
 
 
 
以上の比較で、日本二社の設備投資政策はサービス範囲を上海市内に限定し、設備の建設に
大量投資したとうことである。 
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日本宅配会社の上海での設備投資効果を検証するために、佐川上海と宅急送の上海での業績
(取扱個数)を比較した上で、上海市内と佐川上海の市場構成を見てみる。図表 31 は佐川上海
と宅急送の上海市内業務での取扱個数を示している。 
 
図表 31 佐川上海と宅急送の上海市内業務での取扱個数の比較 
     会社 
設備      
宅急送 佐川上海 
上海市内業務の取扱
個数 
107万人 371万人 
上海市業務での割合 9％ 31％ 
出典:JETRO http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/central_east/pdf/shanghai.pdf 
   宅急送有限会社にヒヤリング調査、佐川急便ホームページ 
 
図表 32は上海市内宅配市場の市場構成と佐川上海の市場構成を示している。 
 
図表 32 上海市内宅配市場の市場構成と佐川上海の市場構成 
 
出典:JETRO http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/central_east/pdf/shanghai.pdf 
   宅急送有限会社にヒヤリング調査、佐川急便ホームページ 
 
 
 設備投資においては佐川上海がおよそ宅急送の 2 倍であるが、業績を見てみると佐川上海
がおよそ宅急送の 3 倍である。佐川上海の上海市内 BtoC 市場の支配率を見てみると佐川上海
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が上海 BtoC 市場全体の 80％近くを占め、ほぼ独占していると言える。日本宅配会社の整備投
資政策と効果からある地域に設備投資を集中し、より細かくネットワークを作ると荷物の取扱
個数が増えると言える。 
 
 以上の分析で、宅急送は中国でカバーする範囲が一番広い民営企業だと言われるが、全国に
ネットワークとサービスを広げ、設備の投資を分散したので、荷物の多い時期に荷物の集中地
域で対応できなくなって、結局、お客さんからクレームがでてきた、一方で、佐川が上海だけ
サービスを展開し、設備の投資も上海に集中しているので、荷物の多い時期でも現有の設備で
対応できる、結果としてはお客さんから信頼感をもたらして、今後の発展につながると分かっ
た。そうすると設備投資政策においては中国の会社も設備を集中投資すべきだと思う。しかも、
収益性の高くて人口密度の大きい地域に投資すべきである。図表 33 中国人口分布のようで囲
まれている地域は現在、中国で人口密度が一番大きい地域である。 
 
 
 
 
図表 33 中国人口分布 
      
 
出典：www.ks5u.com 
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 設備を集中投資する一方で、地域が限定され、市場が飽和になりやすい問題がある。 
もう一回、佐川上海の取扱個数と市場構成を見てみる。 
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佐川上海は 8 年前から上海市内で宅配さービスを展開し始め、現在、上海市内の BtoC 市場
をほぼ独占しているため、2009年から取扱個数の伸びが遅くなって、市場が飽和しありつつで
ある。さらに事業を拡大するためには、上海から他の地域への荷物と他の地域から上海への荷
物に向けのサービスを展開しないといけない、具体的なやり方としては図表 32 書いてあるよ
うに他の収益性の高い地域で勢力を持っている会社とアライアンス関係を組んで、幹線輸送を
作るべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
図表 32、収益性の高い地域間のアライアンス関係図 
 
 
 
 
 
 
 
 
46 
 
 
第 6章 結論    
 
6－1 研究の結果 
本研究では、中国宅配便問題点原因の把握と中国宅配会社設備建設政策の提言を目的とした。
中日宅配便の比較を通して問題点を把握した上で、中国に進出している日本宅配会社の設備投
資政策を検討した。その結果、次のことが分かった。 
中国宅配便の問題点は荷物の遅延、紛失、損害と接客態度が悪い。 
問題点の原因として中国宅配会社は設備の建設が遅れている、サービスが充実しない、情報
システムができていない、研修制度が完全ではないと考えられる。 
中国宅配会社の設備投資政策について中国宅配会社は収益性の高い地域に資本を集中投資
し、さらに事業を拡大するために他の収益性が高い地域に勢力のある会社とアライアンスを組
んで幹線輸送を作るべきだということである。 
 
6－2 今後の課題 
 本研究では、中国宅配便問題点の五つの原因の中の設備建設だけについて検討した。根本的
に中国宅配便現状を改善し、発展させるためにはサービス、情報システム、仕組み、研修制度
を改善しないといけないと認識しているので、今後、研究していきたいと思う。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
47 
 
 
付録 
付録 1 四社サービス内容 
ヤマト 
宅急便 
小口荷物日本全国 365
日配達 
佐川急便 
飛脚宅配便 
小口荷物を、日本全国
365日配送 
順豊 
宅配サービス 
小口荷物 365日配送 
宅急送 
夜間お届けサービス 
21時以降、荷物を届け
る 
ヤマト 
美術梱包輸送業務 
美術専用車と専用ケー
スで美術品を梱包し輸
送 
佐川急便 
飛脚美術品輸送 
術品専用車と専門スタ
ッフが、デリケートな芸
術作品を安全に届ける 
順豊 
大型貨物の運送サー
ビス 
専用資材で梱包し、
専用車両で配達 
宅急送 
パソコン便 
特殊資材で梱包し、配
達する、配達できる 
ヤマト 
スキー宅急便 
大事なスキー道具や手
荷物を、ご利用日の前
日までに届ける。往復
宅急便をご利用いただ
くとお帰りの際のめんど
うなお手続きも不要 
佐川急便 
e-コレクト 
商品の代金を荷送人さ
まの代わりに集金する 
順豊 
コレクトサービス 
商品の代金を荷送人
さまの代わりに集金
する 
宅急送 
E-コレクトサービス 
商品の代金を荷送人さ
まの代わりに集金する 
ヤマト 
ゴルフ宅急便 
大事なゴルフ道具や手
荷物を、プレイ日の前
日までにゴルフ場へ届
けしる。往復宅急便を
ご利用いただくと、お帰
りの際のめんどうなお
手続きも不要 
佐川急便 
飛脚クール便 
鮮度そのまま冷蔵・冷
凍品の輸送佐川急便 
順豊 
包装サービス 
荷物のサイズに合わ
せ、段ボールを提供
する 
宅急送 
ある地域で翌日到達サ
ービス 
普段三日以上かかる
地域に翌日中に荷物
を届ける 
ヤマト 
コレクトサービス 
通信販売等でご購入し
た商品のお受け取りに
安心、便利な宅急便コ
レクト。商品代金のお
支払いが商品と引き換
えだから安心で、お届
佐川急便 
飛脚引越輸送 
会社まるごとの引っ越
しから一般家庭の引っ
越しまでお引き受ける 
順豊 
ある地域で翌日到達
サービス 
普段三日以上かかる
地域に翌日中に荷物
を届ける 
宅急送 
再配達 
配達時留守だった場
合はお客さんの希望に
応じ、再配達を承る 
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け前には事前に電話
する 
ヤマト 
クール宅急便 
冷凍・冷蔵2タイプの温
度管理システムで、鮮
度やおいしさをしっかり
保って、お荷物を届け
る 
佐川急便 
飛脚メール便 
雑誌やカタログなどを
安価にポストインで届
ける  
順豊 
夜間集荷 
夕方 6時以降、お客
さんの要望に応じて
荷物を取りに行く 
宅急送 
運送保険 
万一の貨物事故の際、
荷物の損害額を補償
する運送保険 
ヤマト 
夜間お届けサービス 
21時以降、荷物を届け
る 
佐川急便 
時間帯サービス 
希望の時間帯に届ける 
順豊 
包装サービス 
荷物のサイズに合わ
せ、段ボールを提供
する 
宅急送 
包装サービス 
荷物のサイズに合わ
せ、段ボールを提供す
る 
ヤマト 
空港宅急便 
重たいスーツケースや
かさばる手荷物をご出
発日 2日前の「発送締
切時間」（一部地域は 3
日前の「発送締切時
間」）までにお出しいた
だければ、ご出発の前
日までに、全国主要空
港の各提携カウンター
に届ける 
佐川急便 
受取人確認配達サー
ビス 
配達時、送り状に記載
されている荷受人さま
ご本人の名前と住所を
運転免許証など公的
証書で確認し事前登
録いただいたパスワー
ドと照合、もしくは公的
証書の記号・番号、生
年月日をカード決済端
末機に入力して配達す
るサービス 
順豊 
オンラインサポートサ
ービス 
会社のホームページ
でリアルタイムにお客
さんの問い合わせに
メッセージの形で回
答する 
宅急送 
貴重品輸送サービス
(価値 25万円から 40
万円まで) 
専門スタッフが荷物の
配達を担当し、配達
中、荷物を随時追跡で
きる機械をつける 
ヤマト 
クロネコメール便 
荷物の外装に記載され
た住所の荷物受け・新
聞受け・郵便受け・メー
ル便室等に投函・配達
するサービス 
佐川急便 
大型家具・家電設置輸
送 
家具や家電など大きな
お荷物をお届けし、指
定いただいた場所に設
置 
順豊 
ある地域への海外輸
送 
韓国、マレーシア、シ
ンガポールだけの配
達が可能 
宅急送 
Web上での荷物に関
する問い合わせ 
荷物ナンバーを入力
し、荷物の配達、決済
などの状況を調べる 
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ヤマト 
時間帯お届け 
お客さん指定の時間帯
に応じて荷物を届ける 
佐川急便 
飛脚パソコン便 
パソコンをリターナブル
な梱包資材梱包する 
順豊 
貴重品輸送サービス
(価値 25万円から 40
万円まで) 
専門スタッフが荷物
の配達を担当し、配
達中、荷物を随時追
跡できる機械をつけ
る 
 ヤマト 
メール通知サービス 
荷物が届く日時をお客
様に e メールでお知ら
せするとともにご都合
が悪い場合は受け取り
日、時間帯を変更でき
るサービス 
                           
佐川急便 
飛脚セキュリティ便 
お客さまの大切なお荷
物を位置情報が確認
できるPHS端末機を搭
載したダイヤルロック
式の専用ケースを使っ
て配達 
順豊 
パソコン便 
特殊資材で梱包し、
配達する、配達でき
るかどうかスタッフの
判断による 
 ヤマト 
パソコン宅急便 
5種類の専用資材を使
用してノート型パソコン
からプリンタまで、一般
的にご家庭で使われて
いるパソコンおよび周
辺機器を、簡便かつ安
全に輸送する 
佐川急便 
機密文書リサイクルサ
ービス 
重要な機密文書を、専
用箱を用い機密性を
確保した上で溶解処理 
順豊 
Web上での荷物に関
する問い合わせ 
荷物ナンバーを入力
し、荷物の配達、決
済などの状況を調べ
る 
 ヤマト 
ダイレクト通信 
お客様のご要望を直接
SDが伺う 
佐川急便 
スキー、ゴルフなどのレ
ジャー便 
ゴルフバッグやスノー
ボードなどのレジャー
用品を、ご利用日の前
日までに指定のゴルフ
場やホテルへお届けし
ます。 
順豊 
再配達 
配達時留守だった場
合はお客さんの希望
に応じ、再配達を承
る 
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ヤマト 
超速宅急便サービス 
フライトを使って翌日午
前中に荷物を届ける 
佐川急便 
翌日配達 
日本全国 99％の地域
へ一般料金で荷物を
届ける 
順豊 
届け通知待ち配送サ
ービス 
お客さんから配達の
允可を得てから荷物
を届ける 
 ヤマト 
宅急便店頭受け取りサ
ービス 
お客様のご都合の良い
時間に、ご自宅以外の
お客様のご指定した場
所で、お荷物を受取る
ことができるサービス 
佐川急便 
飛脚空港宅配便 
お客さんが指定の日に
空港で荷物をお渡しす
るサービス 
  
 ヤマト 
国際宅急便 
日本から世界の国々
へ、贈り物やサンプル
品・商品等を送られる
場合にご利用いただけ
る、海外向けの宅急便 
佐川急便 
「夜間お届け」サービス 
夜 9時以降でもお客さ
んの要望に応じて荷物
を届ける 
  
 ヤマト 
オークション宅急便 
ネットオークションで落
札した商品を安心かつ
簡単に決済と配送の手
続きができるサービス 
佐川急便 
飛脚ジャストタイム便 
配達時間は翌日午前 9
時から指定できる 
  
 ヤマト 
電子マネーカード決済
対応 
宅急便の運賃支払い
や通信販売における商
品代金支払いに電子
マネーカード決済対応 
         
佐川急便 
Sgx(海外輸送) 
世界 220以上の国や
地域にドアーツードア
ーで配達 
  
 ヤマト 
機密文書リサイクルサ
佐川急便 
飛脚即配便 
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ービス 
機密文書を専用機械
で処分する 
午前中に預かった荷
物を当日中に届ける 
ヤマト 
本人確認サービス 
配達時に本人確認をし
た上で荷物をお渡しす
る 
佐川急便 
飛脚スーパー便 
出発時間の早い陸上
便を利用することで遠
隔地への配達を半日
早める 
  
 ヤマト 
宅急便受け取り指定 
ネット上でご希望の受
け取り日、時間帯、受
け取り方法を指定する 
佐川急便 
電子マネーカード決済
サービス 
電子マネーカードで運
賃や通信販売の商品
代金などの支払いがで
きる 
  
 ヤマト 
Web請求書提供、印刷 
請求書を WEB上で閲
覧、ダウンロードできる 
佐川急便 
再配達サービス 
配達時にお留守だっ
た場合は、再配達のご
連絡をいただければ、
21時まで再配達する 
  
 ヤマト 
翌日配達 
日本全国 99％の地域
へ一般料金で荷物を
届ける 
佐川急便 
WEB請求書発行サー
ビス 
電子請求書の発行や
発送済お荷物の運賃
を、Web上でご確認 
  
 ヤマト 
海外輸送サービス 
日本から世界の国々
へ、贈り物やサンプル
品・商品等を送られる
場合にご利用いただけ
る、海外向けの宅急便 
佐川急便 
ハンガー輸送 
衣類をハンガーに吊る
したままの状態で、ハ
ンガー専用車で配達 
  
 ヤマト 
荷物の随時追跡サー
佐川急便 
営業店止めサービス 
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ビス 
大事な荷物に対して追
跡機械をつけ、リアルタ
イムに荷物の状況を把
握できる 
営業店でのお荷物の
引き取りが可能なサー
ビス 
ヤマト 
再配達サービス 
お客さん不在の場合は
二回目の配達を承る 
佐川急便 
チャーター便輸送 
ご指定の場所まで、一
車まるごと貸切で直行
輸送 
  
 ヤマト 
インターネット上での伝
票印刷 
ホームページで伝票を
ダウロードができる 
佐川急便 
梱包資材提供 
輸送する荷物に最適
な梱包資材を提供 
  
 ヤマト 
梱包資材の提供 
衣類や食品等を送る際
に必要な箱をご用意
し、それぞれの用途に
見合った箱を選べる 
佐川急便 
運送保険 
万一の貨物事故の際、
荷物の損害額を補償
する運送保険 
  
 ヤマト 
運送保険 
万一の貨物事故の際、
荷物の損害額を補償
する運送保険 
佐川急便 
e-SAXIS(決済状況の
問い合わせ) 
ウェブサイトから、代引
金の回収状況を一目
で簡単にご確認 
  
 ヤマト 
決済、荷物状況などの
Web問い合わせ 
会社ホームページで荷
物の配達状況と代引金
の支払い状況を調べら
れる 
佐川急便 
貴重品輸送サービス 
荷物の預かりからお届
けまで作業は手渡しに
て行ない営業店での
保管は貴重品室にて、
輸送中は貴重品専用
ケースにて厳重に管理 
  
 ヤマト 
引っ越し宅急便 
    
 
53 
 
単身で引っ越し、家族
で引っ越し、オフィスの
移転に対応する 
 
 
 
付録 2 中国宅配便クレーム率統計(2007-2010 年) 
会社名 年 取扱個数(万個) 全国取扱個数割合 クレーム件数(件) 調査時刻 
宅急送 2007 864.5 0.7% 4930 
2011年 12月 12日
20時 
 
2008 1059.1 0.7% 7150 
 
 
2009 2042.7 1.1% 16238 
 
 
2010 2808 1.2% 22036 
 
申通 2007 5187 4.2% 31120 
2011年 12月 13日
10時 
 
2008 5598.1 3.7% 38880 
 
 
2009 6313.8 3.4% 55256 
 
 
2010 8658 3.7% 78695 
 
中通 2007 2593.5 2.1% 15560 
2011年 12月 12日
20時 36分 
 
2008 2874.7 1.9% 19970 
 
 
2009 3899.7 2.1% 34129 
 
 
2010 6084 2.6% 62740 
 
円通 2007 4816.5 3.9% 28900 
2011年 12月 14日
16時 43分 
 
2008 6203.3 4.1% 43090 
 
 
2009 7056.6 3.8% 61758 
 
 
2010 7722 3.3% 70120 
 
天天速運 2007 2099.5 1.7% 12600 
2011年 12月 13日
14時 18分 
 
2008 2572.1 1.7% 17870 
 
 
2009 3528.3 1.9% 30879 
 
 
2010 4680 2.0% 42910 
 
運達 2007 988 0.8% 5930 
2011年 12月 13日
10時 
 
2008 1059.1 0.7% 7360 
 
 
2009 1485.6 0.8% 11002 
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2010 2340 1.0% 19658 
 
EMS 2007 16055 13.0% 96330 
2011年 12月 14日
13時 21分 
 
2008 16643 11.0% 115610 
 
 
2009 18570 10.0% 162520 
 
 
2010 23400 10.0% 239600 
 
計算式 
全国のクレーム件数＝7社
のクレーム総件数/7社の取
扱個数総割合 
 
クレーム率＝全国
のクレーム総件数/
全国取扱個数 
 
2007年 
全国のクレーム件数＝
740038件 
 
クレーム率＝5.99
件/万件 
 
2008年 
全国のクレーム件数＝
1050126 件 
 
クレーム率＝6.94
件/万件 
 
2009年 
全国のクレーム件数＝
1609446 件 
 
クレーム率＝8.67
件/万件 
 
2010年 
全国のクレーム件数＝
2251088 件 
 
クレーム率＝9.62
件/万件 
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